
 審決 

 

 
無効２０１３－８０００８７ 

 

 
東京都新宿区西新宿八丁目１７番１号 

 
請求人 ＩＴホールディングス 株式会社 

 

 

 

東京都港区六本木６丁目１０番１号六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総

合法律事務所 

 
代理人弁護士 升永 英俊 

 

 

 

東京都港区六本木６丁目１０番１号六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総

合法律事務所 

 
代理人弁護士 江口 雄一郎 

 

 

 

東京都港区六本木６－１０－１ 六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総合法

律事務所 

 
代理人弁理士 佐藤 睦 

 

 

 

東京都港区六本木６－１０－１ 六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総合法

律事務所 

 
代理人弁理士 大石 幸雄 

 

 
東京都新宿区西新宿八丁目１７番１号 

 
請求人 ＴＩＳ 株式会社 

 

 

 

東京都港区六本木６丁目１０番１号六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総

合法律事務所 

 
代理人弁護士 升永 英俊 

 

 

 

東京都港区六本木６丁目１０番１号六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総

合法律事務所 

 
代理人弁護士 江口 雄一郎 



 

 

 

東京都港区六本木６－１０－１ 六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総合法

律事務所 

 
代理人弁理士 佐藤 睦 

 

 

 

東京都港区六本木６－１０－１ 六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総合法

律事務所 

 
代理人弁理士 大石 幸雄 

 

 
富山県富山市牛島新町５番５号 

 
請求人 株式会社 インテック 

 

 

 

東京都港区六本木６丁目１０番１号六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総

合法律事務所 

 
代理人弁護士 升永 英俊 

 

 

 

東京都港区六本木６丁目１０番１号六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総

合法律事務所 

 
代理人弁護士 江口 雄一郎 

 

 

 

東京都港区六本木６－１０－１ 六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総合法

律事務所 

 
代理人弁理士 佐藤 睦 

 

 

 

東京都港区六本木６－１０－１ 六本木ヒルズ森タワー２３階 ＴＭＩ総合法

律事務所 

 
代理人弁理士 大石 幸雄 

 

 
東京都江東区塩浜二丁目２番１３号 

 
被請求人 株式会社 コムスクエア 

 

 

 

東京都港区西新橋１－２０－３ 虎ノ門法曹ビル７０１ 弁護士法人内田・鮫

島法律事務所 

 
代理人弁護士 鮫島 正洋 



 

 

 

東京都港区西新橋１－２０－３ 虎ノ門法曹ビル７０１ 弁護士法人内田・鮫

島法律事務所 

 
代理人弁護士 高見 憲 

 

 

 

東京都港区西新橋１－２０－３ 虎ノ門法曹ビル７０１ 弁護士法人内田・鮫

島法律事務所 

 
代理人弁護士 溝田 宗司 

 

 

 
 

 

 上記当事者間の特許第４０７７８６６号発明「架電接続装置、架電接続

方法、架電接続プログラム、及び架電受付サーバ」の特許無効審判事件に

ついて、次のとおり審決する。 

 

 
結 論 

 
 請求のとおり訂正を認める。 

 

 特許第４０７７８６６号の請求項１、３、８、１５、２０に記載された

発明についての特許を無効とする。 

 
 審判費用は、被請求人の負担とする。 

 

 
理 由 

 
第１．手続の経緯 

 
 本件の手続きの経緯は以下のとおりである。 

 
  

 

平成１８年 ８月 ２日 本件国際出願（特願２００７－５２９５１６

号）， 

 

（優先権主張２００５年８月３日，日本国，２００５年１２月２８日，日

本国） 

 
平成２０年 ２月 ８日 設定登録（特許第４０７７８６６号） 

 
平成２５年 ５月２０日 本件無効審判請求 

 
平成２５年 ８月 ６日 答弁書提出 

 

平成２５年１０月１７日 請求人及び被請求人より口頭審理陳述要領書提

出 

 
平成２５年１０月３１日 口頭審理 

 
平成２５年１１月２２日 審決の予告 

 
平成２６年 １月２９日 訂正請求書提出 

 
平成２６年 ３月２７日 弁駁書提出 

 
平成２６年 ５月１４日 答弁書提出 



 
平成２６年 ６月 ４日 請求人より上申書提出 

 
  

 
第２．訂正請求について 

 
１．訂正請求の内容 

 

 被請求人が，平成２６年１月２９日付け訂正請求書で求める訂正請求の

内容は，以下のとおりである。 

 
  

 
（１）訂正事項１ 

 

 請求項１に「識別番号と連絡先番号とを関連情報として有するデータベ

ースと，」あるのを，「いずれの広告情報に基づいて架電してきたかを識

別するための識別番号と連絡先番号とを関連情報として有するデータベー

スと，」と訂正する（請求項１の記載を引用する請求項３及び請求項８も

同様に訂正する）。 

 
（２）訂正事項２ 

 

 請求項１に「該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電話機か

らの架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続する接続処理部

と，を有する架電接続装置。」とあるのを，「該抽出された連絡先番号に

基づいて，前記第１の電話機からの架電を該連絡先番号に対応する第２の

電話機へと接続する接続処理部と，前記連絡先番号に係る広告主に対し，

前記広告情報に基づく架電である旨のメッセージを提供するメッセージ提

供手段と，を有する架電接続装置。」と訂正する（請求項１の記載を引用

する請求項３及び請求項８も同様に訂正する）。 

 
（３）訂正事項３ 

 

 請求項２に「前記データベースが，１の前記識別番号と複数の前記連絡

電話番号とを関連情報として有する請求項１に記載の架電接続装置。」と

あるのを，「識別番号と連絡先番号とを関連情報として有するデータベー

スと，該データベースを内部に保持する記憶装置と，第１の電話機から前

記識別番号を含む電話番号宛に架けられた架電を受付けるとともに該電話

番号の中から前記識別番号を抽出する架電受付部と，該抽出された前記識

別番号に基づいて，前記データベースから該識別番号に関連付けられた前

記連絡先番号を抽出する連絡先抽出部と，該抽出された連絡先番号に基づ

いて，前記第１の電話機からの架電を該連絡先番号に対応する第２の電話

機へと接続する接続処理部と，を有し，前記データベースが，１の前記識

別番号と複数の前記連絡電話番号とを関連情報として有する架電接続装

置。」と訂正する。 

 
（４）訂正事項４ 

 

 請求項４に「前記架電受付部が，前記架電に着信応答したうえで前記電

話番号の中から前記識別番号を抽出する請求項１に記載の架電接続装

置。」とあるのを，「識別番号と連絡先番号とを関連情報として有するデ

ータベースと，該データベースを内部に保持する記憶装置と，第１の電話

機から前記識別番号を含む電話番号宛に架けられた架電を受付けるととも

に該電話番号の中から前記識別番号を抽出する架電受付部と，該抽出され



た前記識別番号に基づいて，前記データベースから該識別番号に関連付け

られた前記連絡先番号を抽出する連絡先抽出部と，該抽出された連絡先番

号に基づいて，前記第１の電話機からの架電を該連絡先番号に対応する第

２の電話機へと接続する接続処理部と，を有し，前記架電受付部が，前記

架電に着信応答したうえで前記電話番号の中から前記識別番号を抽出する

架電接続装置。」と訂正する。 

 
（５）訂正事項５ 

 

 請求項５に「前記架電受付部が，前記架電に着信応答することなく前記

電話番号の中から前記識別番号を抽出する請求項１に記載の架電接続装

置。」とあるのを，「識別番号と連絡先番号とを関連情報として有するデ

ータベースと，該データベースを内部に保持する記憶装置と，第１の電話

機から前記識別番号を含む電話番号宛に架けられた架電を受付けるととも

に該電話番号の中から前記識別番号を抽出する架電受付部と，該抽出され

た前記識別番号に基づいて，前記データベースから該識別番号に関連付け

られた前記連絡先番号を抽出する連絡先抽出部と，該抽出された連絡先番

号に基づいて，前記第１の電話機からの架電を該連絡先番号に対応する第

２の電話機へと接続する接続処理部と，を有し，前記架電受付部が，前記

架電に着信応答することなく前記電話番号の中から前記識別番号を抽出す

る架電接続装置。」と訂正する。 

 
（６）訂正事項６ 

 

 請求項６に「前記接続処理部が，前記第２の電話機の着信応答を検知す

る応答検知部と，該第２の電話機の着信応答に基づいて前記第１の電話機

からの架電を該第２の電話機へと通話可能に接続する通話接続部と，を有

する請求項１に記載の架電接続装置。」とあるのを，「識別番号と連絡先

番号とを関連情報として有するデータベースと，該データベースを内部に

保持する記憶装置と，第１の電話機から前記識別番号を含む電話番号宛に

架けられた架電を受付けるとともに該電話番号の中から前記識別番号を抽

出する架電受付部と，該抽出された前記識別番号に基づいて，前記データ

ベースから該識別番号に関連付けられた前記連絡先番号を抽出する連絡先

抽出部と，該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電話機からの

架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続する接続処理部と，

を有し，前記接続処理部が，前記第２の電話機の着信応答を検知する応答

検知部と，該第２の電話機の着信応答に基づいて前記第１の電話機からの

架電を該第２の電話機へと通話可能に接続する通話接続部と，を有する架

電接続装置。」と訂正する（請求項６の記載を引用する請求項７も同様に

訂正する）。 

 
（７）訂正事項７ 

 

 請求項９に「前記架電履歴又は前記通話履歴のうち少なくともいずれか

一方に基づいて前記識別番号ごとに対応する電話履歴情報を出力する履歴

出力部をさらに有する請求項８に記載の架電接続装置。」とあるのを「識

別番号と連絡先番号とを関連情報として有するデータベースと，該データ

ベースを内部に保持する記憶装置と，第１の電話機から前記識別番号を含



む電話番号宛に架けられた架電を受付けるとともに該電話番号の中から前

記識別番号を抽出する架電受付部と，該抽出された前記識別番号に基づい

て，前記データベースから該識別番号に関連付けられた前記連絡先番号を

抽出する連絡先抽出部と，該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１

の電話機からの架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続する

接続処理部と，を有し，前記架電の履歴又は前記接続処理部により接続さ

れた通話の履歴のうち少なくともいずれか一方を前記識別番号に関連付け

て前記記憶装置内に記録する履歴記録部をさらに有し，前記架電履歴又は

前記通話履歴のうち少なくともいずれか一方に基づいて前記識別番号ごと

に対応する電話履歴情報を出力する履歴出力部をさらに有する架電接続装

置。」と訂正する。 

 
（８）訂正事項８ 

 

 請求項１０に「前記架電履歴又は前記通話履歴のうち少なくともいずれ

か一方に基づいて前記識別番号ごとに対応する課金情報を生成する課金処

理部をさらに有する請求項８に記載の架電接続装置。」とあるのを「識別

番号と連絡先番号とを関連情報として有するデータベースと，該データベ

ースを内部に保持する記憶装置と，第１の電話機から前記識別番号を含む

電話番号宛に架けられた架電を受付けるとともに該電話番号の中から前記

識別番号を抽出する架電受付部と，該抽出された前記識別番号に基づい

て，前記データベースから該識別番号に関連付けられた前記連絡先番号を

抽出する連絡先抽出部と，該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１

の電話機からの架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続する

接続処理部と，を有し，前記架電の履歴又は前記接続処理部により接続さ

れた通話の履歴のうち少なくともいずれか一方を前記識別番号に関連付け

て前記記憶装置内に記録する履歴記録部をさらに有し，前記架電履歴又は

前記通話履歴のうち少なくともいずれか一方に基づいて前記識別番号ごと

に対応する課金情報を生成する課金処理部をさらに有する架電接続装

置。」と訂正する。 

 
（９）訂正事項９ 

 

 請求項１１に「前記架電の頻度に応じて異常を検知する異常検知部をさ

らに有する請求項１に記載の架電接続装置。」とあるのを「識別番号と連

絡先番号とを関連情報として有するデータベースと，該データベースを内

部に保持する記憶装置と，第１の電話機から前記識別番号を含む電話番号

宛に架けられた架電を受付けるとともに該電話番号の中から前記識別番号

を抽出する架電受付部と，該抽出された前記識別番号に基づいて，前記デ

ータベースから該識別番号に関連付けられた前記連絡先番号を抽出する連

絡先抽出部と，該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電話機か

らの架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続する接続処理部

と，を有し，前記架電の頻度に応じて異常を検知する異常検知部をさらに

有する架電接続装置。」と訂正する。 

 
（１０）訂正事項１０ 

 
 請求項１２に「前記識別番号を自動生成する識別番号生成部をさらに有



する請求項１に記載の架電接続装置。」とあるのを「識別番号と連絡先番

号とを関連情報として有するデータベースと，該データベースを内部に保

持する記憶装置と，第１の電話機から前記識別番号を含む電話番号宛に架

けられた架電を受付けるとともに該電話番号の中から前記識別番号を抽出

する架電受付部と，該抽出された前記識別番号に基づいて，前記データベ

ースから該識別番号に関連付けられた前記連絡先番号を抽出する連絡先抽

出部と，該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電話機からの架

電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続する接続処理部と，を

有し，前記識別番号を自動生成する識別番号生成部をさらに有する架電接

続装置。」と訂正する。 

 
（１１）訂正事項１１ 

 

 請求項１３に「現在時刻を計時する計時部をさらに有するとともに，該

計時部により計時された前記架電の時刻が所定時間範囲内の場合に限り，

前記接続処理部が前記架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接

続する請求項１に記載の架電接続装置。」とあるのを「識別番号と連絡先

番号とを関連情報として有するデータベースと，該データベースを内部に

保持する記憶装置と，第１の電話機から前記識別番号を含む電話番号宛に

架けられた架電を受付けるとともに該電話番号の中から前記識別番号を抽

出する架電受付部と，該抽出された前記識別番号に基づいて，前記データ

ベースから該識別番号に関連付けられた前記連絡先番号を抽出する連絡先

抽出部と，該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電話機からの

架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続する接続処理部と，

を有し，現在時刻を計時する計時部をさらに有するとともに，該計時部に

より計時された前記架電の時刻が所定時間範囲内の場合に限り，前記接続

処理部が前記架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続する架

電接続装置。」と訂正する。 

 
（１２）訂正事項１２ 

 

 請求項１５に「データベース内に連絡先番号と関連付けられて格納され

た識別番号を含む電話番号宛に第１の電話機から架けられた架電を受付け

るステップと，」とあるのを「データベース内に連絡先番号と関連付けら

れて格納された，いずれの広告情報に基づいて架電してきたかを識別する

ための識別番号を含む電話番号宛に第１の電話機から架けられた架電を受

け付けるステップと，」と訂正する（請求項１５の記載を引用する請求項

２０も同様に訂正する）。 

 
（１３）訂正事項１３ 

 

 請求項１５に「該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電話機

からの架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続するステップ

と，を有する架電接続方法。」とあるのを「該抽出された連絡先番号に基

づいて，前記第１の電話機からの架電を該連絡先番号に対応する第２の電

話機へと接続するステップと，前記連絡先番号に係る広告主に対し，前記

広告情報に基づく架電である旨のメッセージを提供するメッセージ提供ス

テップと，を有する架電接続装置。」と訂正する（請求項１５の記載を引



用する請求項２０も同様に訂正する）。 

 
（１４）訂正事項１４ 

 

 請求項１６に「前記識別番号抽出ステップにおいて，前記架電に着信応

答したうえで前記電話番号の中から前記識別番号を抽出する請求項１５に

記載の架電接続方法。」とあるのを「データベース内に連絡先番号と関連

付けられて格納された識別番号を含む電話番号宛に第１の電話機から架け

られた架電を受付けるステップと，該電話番号の中から前記識別番号を抽

出するステップと，該抽出された前記識別番号に基づいて，前記データベ

ースから該識別番号に関連付けられた前記連絡先番号を抽出するステップ

と，該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電話機からの架電を

該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続するステップと，を有し，

前記識別番号抽出ステップにおいて，前記架電に着信応答したうえで前記

電話番号の中から前記識別番号を抽出する架電接続方法。」と訂正する。 

 
（１５）訂正事項１５ 

 

 請求項１７に「前記識別番号抽出ステップにおいて，前記前記架電に着

信応答することなく前記電話番号の中から前記識別番号を抽出する請求項

１５に記載の架電接続方法。」とあるのを「データベース内に連絡先番号

と関連付けられて格納された識別番号を含む電話番号宛に第１の電話機か

ら架けられた架電を受付けるステップと，該電話番号の中から前記識別番

号を抽出するステップと，該抽出された前記識別番号に基づいて，前記デ

ータベースから該識別番号に関連付けられた前記連絡先番号を抽出するス

テップと，該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電話機からの

架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続するステップと，を

有し，前記識別番号抽出ステップにおいて，前記前記架電に着信応答する

ことなく前記電話番号の中から前記識別番号を抽出する架電接続方法。」

と訂正する。 

 
（１６）訂正事項１６ 

 

 請求項１８に「前記接続ステップが，前記第２の電話機の着信応答を検

知するステップと，該第２の電話機の着信応答に基づいて前記第１の電話

機からの架電を該第２の電話機へと通話可能に接続するステップと，を有

する請求項１５に記載の架電接続方法。」とあるのを「データベース内に

連絡先番号と関連付けられて格納された識別番号を含む電話番号宛に第１

の電話機から架けられた架電を受付けるステップと，該電話番号の中から

前記識別番号を抽出するステップと，該抽出された前記識別番号に基づい

て，前記データベースから該識別番号に関連付けられた前記連絡先番号を

抽出するステップと，該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電

話機からの架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続するステ

ップと，前記接続ステップが，前記第２の電話機の着信応答を検知するス

テップと，該第２の電話機の着信応答に基づいて前記第１の電話機からの

架電を該第２の電話機へと通話可能に接続するステップと，を有する架電

接続方法。」と訂正する（請求項１８の記載を引用する請求項１９も同様

に訂正する）。 



 
（１７）訂正事項１７ 

 

 請求項２１に「前記架電履歴又は前記通話履歴のうち少なくともいずれ

か一方に基づいて前記識別番号ごとに対応する電話履歴情報を出力するス

テップをさらに有する請求項２０に記載の架電接続方法。」とあるのを

「データベース内に連絡先番号と関連付けられて格納された識別番号を含

む電話番号宛に第１の電話機から架けられた架電を受付けるステップと，

該電話番号の中から前記識別番号を抽出するステップと，該抽出された前

記識別番号に基づいて，前記データベースから該識別番号に関連付けられ

た前記連絡先番号を抽出するステップと，該抽出された連絡先番号に基づ

いて，前記第１の電話機からの架電を該連絡先番号に対応する第２の電話

機へと接続するステップと，前記架電の履歴又は前記接続処理部により接

続された通話の履歴のうち少なくともいずれか一方を前記識別番号に関連

付けて前記記憶装置内に記録するステップと，前記架電履歴又は前記通話

履歴のうち少なくともいずれか一方に基づいて前記識別番号ごとに対応す

る電話履歴情報を出力するステップと，を有する架電接続方法。」と訂正

する。 

 
（１８）訂正事項１８ 

 

 請求項２２に「前記架電履歴又は前記通話履歴のうち少なくともいずれ

か一方に基づいて前記識別番号ごとに対応する課金情報を生成するステッ

プをさらに有する請求項２０に記載の架電接続方法。」とあるのを「デー

タベース内に連絡先番号と関連付けられて格納された識別番号を含む電話

番号宛に第１の電話機から架けられた架電を受付けるステップと，該電話

番号の中から前記識別番号を抽出するステップと，該抽出された前記識別

番号に基づいて，前記データベースから該識別番号に関連付けられた前記

連絡先番号を抽出するステップと，該抽出された連絡先番号に基づいて，

前記第１の電話機からの架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと

接続するステップと，前記架電の履歴又は前記接続処理部により接続され

た通話の履歴のうち少なくともいずれか一方を前記識別番号に関連付けて

前記記憶装置内に記録するステップと，前記架電履歴又は前記通話履歴の

うち少なくともいずれか一方に基づいて前記識別番号ごとに対応する課金

情報を生成するステップと，を有する架電接続方法。」と訂正する。 

 
（１９）訂正事項１９ 

 

 請求項２３に「前記架電の頻度に応じて異常を検知するステップをさら

に有する請求項１５に記載の架電接続方法。」とあるのを「データベース

内に連絡先番号と関連付けられて格納された識別番号を含む電話番号宛に

第１の電話機から架けられた架電を受付けるステップと，該電話番号の中

から前記識別番号を抽出するステップと，該抽出された前記識別番号に基

づいて，前記データベースから該識別番号に関連付けられた前記連絡先番

号を抽出するステップと，該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１

の電話機からの架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続する

ステップと，前記架電の頻度に応じて異常を検知するステップと，を有す

る架電接続方法。」と訂正する。 



 
（２０）訂正事項２０ 

 

 請求項２４に「前記接続ステップにおいて，前記架電の時刻が所定時間

範囲内の場合に限り，前記架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へ

と接続する請求項１５に記載の架電接続方法。」とあるのを「データベー

ス内に連絡先番号と関連付けられて格納された識別番号を含む電話番号宛

に第１の電話機から架けられた架電を受付けるステップと，該電話番号の

中から前記識別番号を抽出するステップと，該抽出された前記識別番号に

基づいて，前記データベースから該識別番号に関連付けられた前記連絡先

番号を抽出するステップと，該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第

１の電話機からの架電を該連絡先番号に対応する第２の電話機へと接続す

るステップと，を有し，前記接続ステップにおいて，前記架電の時刻が所

定時間範囲内の場合に限り，前記架電を該連絡先番号に対応する第２の電

話機へと接続する架電接続方法。」と訂正する。  

 
２．訂正請求についての当審の判断 

 
 訂正請求について検討する。 

 
  

 
（１）訂正事項１ 

 

 訂正事項１の「識別番号」を「いずれの広告情報に基づいて架電してき

たかを識別するための識別番号」とする点は，本件特許明細書の段落【０

０７３】の記載に基づき，「識別番号」の意義を明らかにして，釈明する

ものであるから，特許法第１３４条の２第１項ただし書き第３号に規定す

る「明りょうでない記載の釈明」を目的とするものである。また，新規事

項の追加に該当せず，実質上特許請求の範囲を拡張，変更するものでもな

い。 

 
（２）訂正事項２ 

 

 訂正事項２の「前記連絡先番号に係る広告主に対し，前記広告情報に基

づく架電である旨のメッセージを提供するメッセージ提供手段と」を付加

する点は，構成要件を直列的に付加するものであり，特許法第１３４条の

２第１項ただし書き第１号に規定する「特許請求の範囲の減縮」を目的と

するものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質上特許請求の範

囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（３）訂正事項３ 

 

 この訂正は，請求項２が請求項１の記載を引用する記載であったもの

を，請求項１を引用しないものとするための訂正であって，特許法第１３

４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引用す

る請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとすること。」

を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質上特許

請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（４）訂正事項４ 

 

 この訂正は，請求項４が請求項１の記載を引用する記載であったもの

を，請求項１を引用しないものとするための訂正であって，特許法第１３

４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引用す



る請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとすること。」

を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質上特許

請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（５）訂正事項５ 

 

 この訂正は，請求項５が請求項１の記載を引用する記載であったもの

を，請求項１を引用しないものとするための訂正であって，特許法第１３

４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引用す

る請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとすること。」

を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質上特許

請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（６）訂正事項６ 

 

 この訂正は，請求項６が請求項１の記載を引用する記載であったもの

を，請求項１を引用しないものとするための訂正であって，特許法第１３

４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引用す

る請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとすること。」

を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質上特許

請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（７）訂正事項７ 

 

 この訂正は，請求項９が請求項８（及び請求項８が引用する請求項１）

の記載を引用する記載であったものを，請求項８（及び請求項８が引用す

る請求項１）を引用しないものとするための訂正であって，特許法第１３

４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引用す

る請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとすること。」

を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質上特許

請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（８）訂正事項８ 

 

 この訂正は，請求項１０が請求項８（及び請求項８が引用する請求項

１）の記載を引用する記載であったものを，請求項８（及び請求項８が引

用する請求項１）を引用しないものとするための訂正であって，特許法第

１３４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引

用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとするこ

と。」を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質

上特許請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（９）訂正事項９ 

 

 この訂正は，請求項１１が請求項１の記載を引用する記載であったもの

を，請求項１を引用しないものとするための訂正であって，特許法第１３

４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引用す

る請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとすること。」

を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質上特許

請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（１０）訂正事項１０ 

 
 この訂正は，請求項１２が請求項１の記載を引用する記載であったもの



を，請求項１を引用しないものとするための訂正であって，特許法第１３

４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引用す

る請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとすること。」

を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質上特許

請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（１１）訂正事項１１ 

 

 この訂正は，請求項１３が請求項１の記載を引用する記載であったもの

を，請求項１を引用しないものとするための訂正であって，特許法第１３

４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引用す

る請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとすること。」

を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質上特許

請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（１２）訂正事項１２ 

 

 訂正事項１２の「識別番号」を「いずれの広告情報に基づいて架電して

きたかを識別するための識別番号」とする点は，本件特許明細書の段落

【００７３】の記載に基づき，「識別番号」の意義を明らかにして，釈明

するものであるから，特許法第１３４条の２第１項ただし書き第３号に規

定する「明りょうでない記載の釈明」を目的とするものである。また，新

規事項の追加に該当せず，実質上特許請求の範囲を拡張，変更するもので

もない。 

 
（１３）訂正事項１３ 

 

 訂正事項１３の「前記連絡先番号に係る広告主に対し，前記広告情報に

基づく架電である旨のメッセージを提供するメッセージ提供ステップ

と，」を付加する点は，構成要件を直列的に付加するものであり，特許法

第１３４条の２第１項ただし書き第１号に規定する「特許請求の範囲の減

縮」を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質上

特許請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 

 なお，訂正事項１３に記載された「架電接続装置」（訂正請求書８頁６

～７行）は「架電接続方法」の誤記と認める。 

 
（１４）訂正事項１４ 

 

 この訂正は，請求項１６が請求項１５の記載を引用する記載であったも

のを，請求項１５を引用しないものとするための訂正であって，特許法第

１３４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引

用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとするこ

と。」を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質

上特許請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（１５）訂正事項１５ 

 

 この訂正は，請求項１７が請求項１５の記載を引用する記載であったも

のを，請求項１５を引用しないものとするための訂正であって，特許法第

１３４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引

用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとするこ

と。」を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質



上特許請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（１６）訂正事項１６ 

 

 この訂正は，請求項１８が請求項１５の記載を引用する記載であったも

のを，請求項１５を引用しないものとするための訂正であって，特許法第

１３４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引

用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとするこ

と。」を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質

上特許請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（１７）訂正事項１７ 

 

 この訂正は，請求項２１が請求項２０（及び請求項２０が引用する請求

項１５）の記載を引用する記載であったものを，請求項２０（及び請求項

２０が引用する請求項１５）を引用しないものとするための訂正であっ

て，特許法第１３４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求

項の記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないも

のとすること。」を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当

せず，実質上特許請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（１８）訂正事項１８ 

 

 この訂正は，請求項２２が請求項２０（及び請求項２０が引用する請求

項１５）の記載を引用する記載であったものを，請求項２０（及び請求項

２０が引用する請求項１５）を引用しないものとするための訂正であっ

て，特許法第１３４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求

項の記載を引用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないも

のとすること。」を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当

せず，実質上特許請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（１９）訂正事項１９ 

 

 この訂正は，請求項２３が請求項１５の記載を引用する記載であったも

のを，請求項１５を引用しないものとするための訂正であって，特許法第

１３４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引

用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとするこ

と。」を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質

上特許請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（２０）訂正事項２０ 

 

 この訂正は，請求項２４が請求項１５の記載を引用する記載であったも

のを，請求項１５を引用しないものとするための訂正であって，特許法第

１３４条の２第１項ただし書き第４号に規定する「他の請求項の記載を引

用する請求項の記載を当該他の請求項の記載を引用しないものとするこ

と。」を目的とするものである。また，新規事項の追加に該当せず，実質

上特許請求の範囲を拡張，変更するものでもない。 

 
（２１）小括 

 

 したがって，上記訂正は，特許法第１３４条の２第１項の規定に適合

し，同条第９項で準用する特許法第１２６条第４項ないし第６項の規定に

も適合するので，上記訂正を認める。 



 
  

 
第３．本件訂正発明 

 

 上記のとおり訂正が認められるから，本件無効審判の対象である請求項

１，３，８，１５及び２０に係る発明（以下，それぞれ「本件訂正発明

１」，「本件訂正発明２」，「本件訂正発明３」，「本件訂正発明４」，

「本件訂正発明５」といい，これらを総称して「本件訂正発明」というこ

とがある。）は，平成２６年１月２９日付け訂正請求書に添付した全文訂

正明細書，全文訂正特許請求の範囲及び図面の記載からみて，その特許請

求の範囲の請求項１，３，８，１５及び２０に記載された事項により特定

されるとおりの次のものである。 

 
  

 
「【請求項１】 

 

いずれの広告情報に基づいて架電してきたかを識別するための識別番号と

連絡先番号とを関連情報として有するデータベースと， 

 
該データベースを内部に保持する記憶装置と， 

 

第１の電話機から前記識別番号を含む電話番号宛に架けられた架電を受付

けるとともに該電話番号の中から前記識別番号を抽出する架電受付部と， 

 

該抽出された前記識別番号に基づいて，前記データベースから該識別番号

に関連付けられた前記連絡先番号を抽出する連絡先抽出部と， 

 

該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電話機からの架電を該連

絡先番号に対応する第２の電話機へと接続する接続処理部と， 

 

 前記連絡先番号に係る広告主に対し，前記広告情報に基づく架電である

旨のメッセージを提供するメッセージ提供手段と， 

 
を有する架電接続装置。 

 
【請求項３】 

 

前記データベースが，複数の前記識別番号と１又は複数の前記連絡先番号

とを関連情報として有する請求項１に記載の架電接続装置。 

 
【請求項８】 

 

前記架電の履歴又は前記接続処理部により接続された通話の履歴のうち少

なくともいずれか一方を前記識別番号に関連付けて前記記憶装置内に記録

する履歴記録部をさらに有する請求項１に記載の架電接続装置。 

 
【請求項１５】 

 

データベース内に連絡先番号と関連付けられて格納され，いずれの広告情

報に基づいて架電してきたかを識別するための識別番号を含む電話番号宛

に第１の電話機から架けられた架電を受付けるステップと， 

 
該電話番号の中から前記識別番号を抽出するステップと， 

 

該抽出された前記識別番号に基づいて，前記データベースから該識別番号

に関連付けられた前記連絡先番号を抽出するステップと， 

 

該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電話機からの架電を該連

絡先番号に対応する第２の電話機へと接続するステップと， 

 

 前記連絡先番号に係る広告主に対し，前記広告情報に基づく架電である

旨のメッセージを提供するメッセージ提供ステップと， 



 
を有する架電接続方法。 

 
【請求項２０】 

 

前記架電の履歴又は前記接続処理部により接続された通話の履歴のうち少

なくともいずれか一方を前記識別番号に関連付けて前記記憶装置内に記録

するステップをさらに有する請求項１５に記載の架電接続方法。」 

 
  

 
第４．請求人の主張 

 

 請求人は，「特許第４０７７８６６号の請求項１，３，８，１５及び２

０に係る特許は無効とする，審判費用は被請求人の負担とする」との審決

を求めているところ，その主張の要点及び証拠方法は以下のとおりであ

る。 

 
  

 
１．請求人の主張の要点（訂正前） 

 

 本件特許発明１～５は，甲第１号証に記載された発明と同一又は同発明

に基づいて当業者が容易に発明をすることができたものであるから，特許

法２９条１項３号又は２９条２項の規定に違反してなされたものであり，

特許法１２３条１項２号に該当し，無効にされるべきである。 

 

 なお，本件特許の請求項８，２０に係る発明（本件特許発明３，５）に

対しての特許法２９条１項３号違反の主張は，口頭審理において取り下げ

られた（口頭審理調書の請求人２）。 

 
  

 
２．請求人の主張の要点（訂正後） 

 

 本件訂正発明は，甲第１号証に記載された発明及び技術常識に基づいて

当業者が容易に発明をすることができたものであり，本件特許に対する無

効理由は解消されない。 

 
  

 
３．証拠方法 

 
・甲第１号証：特開２００４－１７１１０５号公報 

 

・甲第２号証：広辞苑第６版，奥付，１８１５頁（「抽出」），２１５８

頁（「抜き出す」），３２６頁（「選び出す」），２００８年１月１１

日，新村出編集，株式会社岩波書店発行 

 
 （以上，審判請求書添付） 

 

・甲第３号証：「フリーダイヤル」と題する，ＮＴＴコミュニケーション

ズ社のＷＥＢページ（アーカイブ），２００５年２月４日，インターネッ

トアーカイブ社（写し） 

 

・甲第４号証：「転送サービス「ボイスワープ」のサービス開始につい

て」と題する記事，１９９６年５月１４日，日本電信電話株式会社（写

し） 

 

・甲第５号証：「おとくライン多機能転送サービスご利用ガイド」と題す

る資料，２００５年５月，日本テレコム株式会社（写し） 

 

・甲第６号証：２０００年１月１２日付け朝日新聞，朝日新聞を広告主と

する新聞広告，株式会社朝日新聞社（写し） 



 

・甲第７号証：１９９７年１２月１３日付け朝日新聞，トヨタ東京カロー

ラを広告主とする新聞広告，株式会社朝日新聞社 

 

・甲第８号証：１９９９年１２月８日付け朝日新聞，東芝を広告主とする

新聞広告，株式会社朝日新聞社（写し） 

 

・甲第９号証：１９９８年２月２日付け朝日新聞，東京日産モーターを広

告主とする新聞広告，株式会社朝日新聞社（写し） 

 

・甲第１０号証：１９９７年１２月３１日付け朝日新聞，松下電器を広告

主とする新聞広告，株式会社朝日新聞社（写し） 

 

・甲第１１号証：１９９７年１２月４日付け朝日新聞，ＮＴＴを広告主と

する新聞広告，株式会社朝日新聞社（写し） 

 

・甲第１２号証：「広告」３・４月号，通巻２９７号，表紙，４～２５

頁，奥付，１９９３年３月１５日，株式会社博報堂（写し） 

 

・甲第１３号証：「広告事例データベース［有線ブロードバンドネットワ

ークス］」と題するＷＥＢページ，株式会社朝日新聞社（写し） 

 

・甲第１４号証：「広告事例データベース［ジュピターテレコム］」と題

するＷＥＢページ，株式会社朝日新聞社（写し） 

 

・甲第１５号証：「機械技術」第５３巻，第１号，通巻６７７号，裏表

紙，２００５年１月１日発行，株式会社日刊工業新聞社（写し） 

 
・甲第１６号証：特開２００１－２７４９１０号公報（写し） 

 
・甲第１７号証：特開２０００－２７００９９号公報（写し） 

 

・甲第１８号証：「フリーダイヤル・インテリジェントサービスの新機能

提供について」と題する記事，２００２年１月２４日，エヌ・ティ・ティ

コミュニケーションズ株式会社（写し） 

 
 （以上，平成２６年３月２７日付け弁駁書添付） 

 
  

 
第５．被請求人の主張 

 

 被請求人は，「本件審判請求は成り立たない。審判費用は請求人の負担

とする」との審決を求めているところ，その主張の理由の要点は以下のと

おりである。 

 
  

 
１．被請求人の主張の要点（訂正前） 

 

 本件特許発明１～５は，甲第１号証に記載された発明と同一又は同発明

に基づいて当業者が容易に発明をすることができたものではないから，本

件特許発明１～５は，無効にされるべきではない。 

 
  

 
２．被請求人の主張の要点（訂正後） 

 

 本件訂正発明は，甲１発明及びその他の証拠（平成２６年３月２７日付

け弁駁書と共に提出された証拠）に記載された事項を組み合わせた発明に

対して進歩性があり，有効である。 

 
  

 
３．証拠方法 

 
 乙第１号証：リパーゼ判決の最高裁調査官解説「最高裁判所判例解説民



事編 平成３年度」 

 
 乙第２号証：特開平２－１１２３６８号公報 

 
 乙第３号証：特開２００５－８６４９７号公報 

 
 乙第４号証：特開２００５－１７５９９９号公報 

 
 乙第５号証：ＦＯＭＡ Ｄ９０２ｉＳ 取扱説明書 

 
 乙第６号証：ＮＴＴＤｏＣｏＭｏウェブサイト 

 
 乙第７号証－１：ＮＴＴＤｏＣｏＭｏウェブサイト 

 
 乙第７号証－２～５：Ｐ９００ｉＶ実機操作写真 

 

 乙第８号証：ＴＦ－ＶＲ３５０Ｅ２／ＴＦ－ＶＲＨ３６０Ｅ２取扱説明

書 

 
 （以上，口頭審理陳述要領書添付） 

 

 乙第９号証：東京地方裁判所平成２５年１２月２５日決定（平成２４年

（ヨ）第２２０９６号）の決定文） 

 
 （平成２６年１月２９日付け訂正請求書添付） 

 
 乙第１０号証：Wikipedia ウェブサイト 「データベース」 

 

 乙第１１号証：ＮＴＴ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ ウェブサイト 

「フリーダイヤル」 

 
 （以上，平成２６年５月１４日付け答弁書添付） 

 
  

 
第６．無効理由についての当審の判断 

 
１．証拠方法の記載内容 

 
（１）甲第１号証（特開２００４－１７１１０５号公報） 

 

 本件出願の優先日前に頒布された甲第１号証の刊行物には，「広告効果

解析方法及び広告システム」に関し，図面の図示とともに次の技術事項が

記載されている。 

 
  

 
ア．「【００２０】 

 
【発明の実施の形態】 

 

以下，本発明の第１の実施形態による広告システムを図面を参照して説明

する。 

 

図１は，この発明の一実施形態による広告システムの構成を示す概略ブロ

ック図である。この広告システムにおいて，携帯情報端末１，パソコン

２，電話３，ファックス４などの入力端末（端末）５とサーバ７は，イン

ターネットあるいは通信回線６を通じて接続されている。なお，通信回線

は，自営網でも公衆網でもよく，有線または無線で構築された他の種々の

通信ネットワークを用いても良い。 

 
【００２１】 

 

また，サーバ７は記憶部に解釈テーブル８ａ～８ｄを記憶しており，当該

解釈テーブル８ａ～８ｄを用いて，入力端末５から送信された広告種別情

報を受信して，当該広告種別情報の表す符号に対応する広告の種別（広告

の掲載内容，広告依頼者，広告請負業者，広告提供状態等）や，当該広告

種別情報が表す広告の詳細情報にアクセスできるＵＲＬアドレス，電話番



号，ＦＡＸ番号などのアクセス先情報を抽出する機能を有している。そし

て，サーバ７は入力端末５から受信した広告種別情報の符号が表す各種別

の受付回数を記録していく。尚，上述の解釈テーブルは８ａ～８ｄは広告

種別情報が表す符号と，広告の種別やアクセス先情報を対応付けて記憶し

ているテーブルである。」（第６頁第１９～３５行） 

 
  

 
イ．「【００２５】 

 

また，例えばある広告視聴者がＢ新聞に掲載された新型ＴＶ（Ｔｅｌｅｖ

ｉｓｉｏｎ）○○のチラシ広告を見て問い合わせ先の電話番号（０１２０

－ｘｘｘ－ｘｘｘｘ－０１－１１－３１－４１－７７－３３）を入手し，

携帯情報端末１あるいは電話３を用いて電話をかけた場合，携帯情報端末

１あるいは電話３は当該電話番号の問い合わせ先となるサーバ７に接続さ

れる。サーバ７では，電話番号の解釈テーブル８ｃを用いて広告種別情報

「０１－１１－３１－４１－７７－３３」の「０１」からこのアクセスが

本来は「新型ＴＶ○○」の電話番号（０１２０－ｘｘｘ－ｘｘｘｘ－０

１）へのアクセスであると認識し，この電話番号との接続の仲介を行い，

広告視聴者に新型ＴＶに関する情報が提供される。さらに，電話番号に付

加された広告種別情報「０１－１１－３１－４１－７７－３３」から「広

告の掲載内容」として「０１：新型ＴＶ○○」，「広告の依頼者」として

「１１：×電器」，「広告請負業者」として「３１：×新聞広告社」，

「広告の提供状態」として「４１：媒体（Ｂ新聞），７７：掲載場所（７

面），３３：掲載期日（７月３日～９日）」と解釈され，これら広告種別

情報の符号が表す各種別の受付け回数がカウントされてサーバ７に記録さ

れる。このとき，広告視聴者が「新型ＴＶ○○」の「製品照会」を行った

場合には，オペレータ９に接続され，また「製品紹介」を行った際のアク

セス情報がサーバ７に記録される。またサーバ７は携帯情報端末１あるい

は電話３からの入力により受付けた広告種別情報をサーバ７に記録す

る。」（第７頁第２２－３９行） 

 
  

 
ウ．「【００３０】 

 

次に，コンピュータ２０において広告効果や広告の好適条件の算出する処

理について説明する。 

 

入力端末５から受付けてサーバ７で蓄積した広告種別情報の符号が表す各

種別の受付回数は，インターネットあるいは通信回線（自営網でも公衆網

でもよい）６を介してコンピュータ２０に送信される。そしてコンピュー

タ２０は，当該各種別の受付回数によって広告効果や広告の好適条件の算

出を行なう。例えば，○○コンサートの広告をＡ電車の中吊り広告として

掲載した場合に，○○コンサートの種別を符号により表した広告種別情報

をサーバ７が１ヶ月間に１０００件以上受信したとする。この時，コンピ

ュータ２０は１ヶ月間に１０００件以上○○コンサートの種別を符号によ

り表した広告種別情報がサーバ７に記録されたことを算出し，広告効果が

あったという結果を出力する。このように広告種別情報の符号が表す各種



別の受付回数に閾値を設けて，当該閾値を越えた場合には広告効果があっ

た判断できる。」（第９頁第３－１５行） 

 
  

 

 上記甲第１号証の記載及び図面並びにこの分野における技術常識を考慮

すると，「広告効果解析方法」に用いられるサーバに関し，以下の発明

（以下，「甲１発明」という。）が開示されていると認める。 

 
  

 

「広告種別情報とアクセス先電話番号とを対応付けて記憶する解釈テーブ

ルと， 

 
該解釈テーブルを内部に記憶する記憶部とを有し， 

 

電話３から前記広告種別情報を含む問い合わせ先の電話番号宛に架けられ

た架電を受付け， 

 

 該問い合わせ先の電話番号の中の前記広告種別情報に基づいて，前記解

釈テーブルから該広告種別情報に対応する前記アクセス先電話番号を抽出

し， 

 

該抽出されたアクセス先電話番号に基づいて，前記電話３からの架電を該

アクセス先電話番号に対応するアクセス先の電話へと接続を仲介する，サ

ーバ。」 

 
  

 

（２）甲第３号証（「フリーダイヤル」と題する，ＮＴＴコミュニケーシ

ョンズ社のＷＥＢページ（アーカイブ），２００５年２月４日，インター

ネットアーカイブ社（写し）） 

 

 本件出願の優先日前に頒布され，または電子通信回線を通じて公衆に利

用可能となった甲第３号証には，図面の図示とともに次の技術事項が記載

されている。 

 
  

 
エ．「発信地域案内 

 
概要 

 

電話をかけていただいたお客さまの発信地域を着信側へガイダンスでお知

らせするサービスです（通話の冒頭にガイダンスを送出）。」（１／１ペ

ージ） 

 
  

 

オ．「（例）埼玉県草加市からフリーダイヤル発信した場合」の表の最下

行には，「フリーダイヤルご契約者へのガイダンス」として『「フリーダ

イヤルです。」』というガイダンスが記載されている（１／１ページ）。 

 
  

 
カ．「メリット 

 
・フリーダイヤル通話と一般通話の識別ができます。 

 

・発信地域が分かるのでテレマーケティングの情報が得られます。」（１

／１ページ） 

 
  

 
（３）甲第４号証：「転送サービス「ボイスワープ」のサービス開始につ



いて」と題する記事，１９９６年５月１４日，日本電信電話株式会社（写

し） 

 

 本件出願の優先日前に頒布され，または電子通信回線を通じて公衆に利

用可能となった甲第４号証には，図面の図示とともに次の技術事項が記載

されている。 

 
  

 

キ．『転送サービス「ボイスワープ」のサービス開始について』（１／３

ページ） 

 
  

 
ク．『・転送先での転送通話の識別 

 
１．アナウンス送出 

 

 転送先へは，着信の都度，転送された通話である旨のアナウンスを送出

します。 

 

「この電話は△△△△△△－△△△△から転送されました。」』（２／３

ページ） 

 
  

 
（４）甲第１６号証：特開２００１－２７４９１０号公報 

 

 本件出願の優先日前に頒布された甲第１６号証の刊行物には，「マルチ

メディア情報通信システム」に関し，図面の図示とともに次の技術事項が

記載されている。 

 
  

 

ケ．「【請求項１】 音声を含む各種のデータを相互に送受信できる構内

網と通信インタフェース装置を介して外部通信網と接続されて構成される

マルチメディア情報通信システムにおいて， 

 

前記マルチメディア情報通信システムに接続される第１の通信端末から前

記構内網に接続される第２の通信端末に対し転送要求を発信し，該発信を

着信する着信手段と， 

 

前記第１の通信端末から転送要求に基づいて転送先の通信端末に対し転送

を行う転送手段と， 

 

前記転送手段により転送を行うときに前記第１の通信端末の識別情報を取

得する第１の取得手段と， 

 
前記識別情報を音声データに変換する第１の変換手段と， 

 

前記第１の通信端末を転送する前に前記第１の変換手段において変換され

た前記音声データを前記転送先の通信端末に送信する第１の送信手段とを

具備することを特徴とするマルチメディア情報通信システム。」（第２頁

第１欄） 

 
  

 

コ．「【０００３】また，商品発注のために，発注用のフリーダイヤル

（登録商標）にかけた場合，まず相手先から発注に関する質問内容が音声

メッセージで流され，発信者がそのメッセージに従って必要な情報を入力

し，その後その製品の担当者と通話が行われる。 

 
【０００４】 



 

【発明が解決しようとする課題】以上説明したように，従来のシステムで

は，かかってきた外線電話等を転送する場合に予め発信者の情報を音声で

通知することができないめ，転送先でその外線電話を受ける場合は，どこ

から発信されたのかわからなかった。また，その外線電話の該当者が受け

る時点までの発信者との通話内容等の情報を予め受け取ることは，従来の

システムでは実現されていなかった。このように，転送を行う前に行った

通話内容等の発信者に関する情報は，転送先では把握することができない

ため，発信者は，通話が転送された後に同じ内容の通話をもう一度繰り返

さなければならないという問題があった。 

 

【０００５】本発明は，これらの課題を解決するためになされたもので，

本発明の目的は，転送先に対して発信者の識別情報等様々な情報を通知す

ることができ，また，そのときに入力を行ったデータ等の情報を音声で通

知することができるようなマルチメディア情報通信システムを提供するこ

とにある。」（第３頁第３欄） 

 
  

 
２．対比・判断 

 
（１）本件訂正発明１について 

 
本件訂正発明１と甲１発明とを対比すると， 

 

ａ．甲１発明の「アクセス先電話番号」は，呼が最終的に接続される電話

機の電話番号であるから，本件訂正発明１の「連絡先番号」に相当し，両

者は「連絡先番号」の点で一致する。 

 

ｂ．甲１発明の「問い合わせ先の電話番号」は，呼の発信時に用いられる

番号であるから，本件訂正発明１の「電話番号」に相当し，両者は「電話

番号」の点で一致する。 

 

ｃ．甲１発明の「広告種別情報」は，呼の発信時に用いられる電話番号に

含まれた番号であり，また，該呼が最終的に接続される電話機の電話番号

（アクセス先電話番号）に対応付けられ，これを取得するために用いられ

る番号である。加えて，摘記事項ウを参酌すると，「広告種別情報」は，

広告視聴者がいずれの広告に基づいて電話を掛けてきたかを識別して広告

効果を測定できるものである。 

 

 そうすると，その利用形態や機能において，本件訂正発明１の「識別番

号」と何ら差異が無く，甲１発明の「広告種別情報」は，本件訂正発明１

の「いずれの広告情報に基づいて架電してきたかを識別するための識別番

号」に相当する。 

 

ｄ．甲１発明の「解釈テーブル」は，識別番号（広告種別情報）と連絡先

番号（アクセス先電話番号）との対応付け，即ちこれらの情報を関連情報

として有するから，本件訂正発明１の「データベース」に相当し，両者は

「データベース」の点で一致する。 

 

ｅ．甲１発明の「記憶部」は，本件訂正発明１の「記憶装置」に相当し，

両者は「記憶装置」の点で一致する。 

 

ｆ．甲１発明の「電話３」は，広告視聴者が問い合わせに用いる電話機で

あり，これを「第１の電話機」と称することは任意であるから，本件訂正



発明１の「第１の電話機」に相当し，両者は「第１の電話機」の点で一致

する。 

 

ｇ．甲１発明が「架電を受付ける」ものである以上，「架電を受付ける手

段」を有することは自明であって，本件訂正発明１の「架電を受付けると

ともに該電話番号の中から前記識別番号を抽出する架電受付部」とは，

「架電を受付ける架電受付部」の点で共通し，本件訂正発明１のものは

「該電話番号の中から前記識別番号を抽出する」点で相違する。 

 

ｈ．甲１発明が，「前記広告種別情報に基づいて」「アクセス先電話番号

を抽出する」際には，「前記広告種別情報」が問い合わせ先の電話番号の

中から「抽出」されることは明らかであるから，甲１発明の「問い合わせ

先の電話番号の中の前記広告種別情報に基づいて」は，本件訂正発明１の

「抽出された前記識別番号に基づいて」に相当し，両者は「抽出された前

記識別番号に基づいて」の点で一致する。 

 

ｉ．甲１発明が，アクセス先電話番号を「抽出」するものである以上，

「抽出する手段」を有することは自明であって，本件訂正発明１の「抽出

する連絡先抽出部」に相当し，両者は「抽出する連絡先抽出部」の点で一

致する。 

 

ｊ．甲１発明の「アクセス先の電話」は，広告視聴者による第１の電話機

（電話３）からの呼が最終的に接続される電話機であって，これを「第２

の電話機」と称することは任意であるから，本件訂正発明１の「第２の電

話機」に相当し，両者は「第２の電話機」の点で一致する。 

 

ｋ．甲１発明が「接続を仲介する」ものである以上，「接続を仲介する手

段」を有することは自明であって，本件訂正発明１の「接続する接続処理

部」に相当し，両者は「接続する接続処理部」の点で一致する。 

 

ｌ．甲１発明の「サーバ」は電話呼の接続を仲介する処理を行うから，こ

れを「架電接続装置」と称することができる。 

 
  

 
 以上を総合すれば，両者は，以下の点で一致ないし相違している。 

 
  

 
（一致点） 

 

「いずれの広告情報に基づいて架電してきたかを識別するための識別番号

と連絡先番号とを関連情報として有するデータベースと， 

 
該データベースを内部に保持する記憶装置と， 

 

第１の電話機から前記識別番号を含む電話番号宛に架けられた架電を受付

ける架電受付部と， 

 

抽出された前記識別番号に基づいて，前記データベースから該識別番号に

関連付けられた前記連絡先番号を抽出する連絡先抽出部と， 

 

該抽出された連絡先番号に基づいて，前記第１の電話機からの架電を該連

絡先番号に対応する第２の電話機へと接続する接続処理部と，を有する架

電接続装置。」  

 
  

 
（相違点１） 



 

 本件訂正発明１の「架電受付部」が「該電話番号の中から前記識別番号

を抽出する」のに対し，甲１発明では明らかでない点。 

 
  

 
（相違点２） 

 

 本件訂正発明１が「前記連絡先番号に係る広告主に対し，前記広告情報

に基づく架電である旨のメッセージを提供するメッセージ提供手段」を有

するのに対し，甲１発明では明らかでない点。 

 
  

 
 以下に，上記相違点につき検討する。 

 
  

 
上記（相違点１）について 

 

 上記ｈ．で検討したように，甲１発明において「広告種別情報」が問い

合わせ先の電話番号の中から「抽出」されるものであることは明らかであ

るが，該「抽出」をサーバ内のどの部分で行わせるかは適宜選択すべき事

項であり，「問い合わせ先の電話番号宛に架けられた架電を受付け」る手

段にこれを行わせることは当業者が必要に応じて適宜なし得るものであ

る。 

 
  

 
上記（相違点２）について 

 

 まず，請求人が技術常識の証拠とする甲第３号証，甲第４号証，甲第１

６号証には，上記摘記事項エ～コにあるように，電話転送システムにおい

て，転送先に対して提供されるッセージとして，それぞれ『「フリーダイ

ヤルです。」という音声』，『「この電話は△△△△△△－△△△△から

転送されました。」という音声』，「発信者の識別情報」が記載されてお

り，これらはいずれも「転送される呼に関するメッセージ」と言える。 

 

 してみると，電話転送システムにおいて，「転送先に対し，転送される

呼に関するメッセージを提供すること。」は周知技術である。 

 

 ここで，甲１発明の「サーバ」も明らかに「電話転送システム」と言

え，甲１発明に上記周知技術を単に付加することにより，転送先である

「前記連絡先番号に係る広告主」に対し「転送される呼に関するメッセー

ジを提供する」メッセージ提供手段を設けることは，当業者が必要に応じ

て適宜なし得るものである。 

 

 そして，甲１発明において，「転送される呼」は，「電話３から前記広

告種別情報を含む問い合わせ先の電話番号宛に架けられた架電」あるか

ら，上記周知技術を付加する際に，「転送される呼に関するメッセージ」

として「広告情報に基づく架電である旨のメッセージ」を選択することは

自然なことである。 

 

 したがって，甲１発明に「前記連絡先番号に係る広告主に対し，前記広

告情報に基づく架電である旨のメッセージを提供するメッセージ提供手

段」を設けることは，上記周知技術に基づいて当業者が容易に想到し得た

ものである。 

 
  



 

 そして，本件訂正発明１の作用・効果も甲１発明及び周知技術から当業

者が予測し得る範囲のものである。 

 
  

 

 以上により，本件訂正発明１は，甲１発明及び周知技術から当業者が容

易に発明をすることができたものである。 

 
  

 
（２）本件訂正発明２について 

 

 本件訂正発明２は，本件訂正発明１の「データベース」が「関連情報」

として有する「識別番号と連絡先番号と」を，「複数の前記識別番号と１

又は複数の前記連絡先番号と」と限定したものであって，本件訂正発明２

と甲１発明とは，上記「（１）本件訂正発明１について」の（一致点）に

おいて一致し，（相違点１），（相違点２）に加えて次の点で相違してい

る。 

 
  

 
（相違点３） 

 

 「データベース」が「関連情報」として有する「識別番号と連絡先番号

と」が，本件訂正発明２では，「複数の前記識別番号と１又は複数の前記

連絡先番号と」であるのに対し，甲１発明では単に「識別番号と連絡先番

号と（広告種別情報とアクセス先電話番号と）」である点。 

 
  

 
 上記（相違点３）について検討する。 

 

 甲第１号証の【図２】に記載された「解釈テーブル８ｃ」には，「５つ

の」広告種別情報と「５つの」アクセス先電話番号とを有することが記載

されているから，上記（相違点３）は実質的な相違とは言えない。 

 
  

 

 （相違点１），（相違点２）については，上記「（１）本件訂正発明１

について」で述べたとおりであり，本件訂正発明２の作用・効果も甲１発

明及び周知技術から当業者が予測し得る範囲のものである。 

 
  

 

 以上により，本件訂正発明２は，甲１発明及び周知技術から当業者が容

易に発明をすることができたものである。 

 
  

 
（３）本件訂正発明３について 

 
 本件訂正発明３は本件訂正発明１に， 

 

「前記架電の履歴又は前記接続処理部により接続された通話の履歴のうち

少なくともいずれか一方を前記識別番号に関連付けて前記記憶装置内に記

録する履歴記録部をさらに有する」との構成を付加したものである。 

 

 そうすると，本件訂正発明３と甲１発明とは，上記「（１）本件訂正発

明１について」の（一致点）において一致し，（相違点１），（相違点

２）に加えて次の点で相違している。 

 
  

 
（相違点４） 



 

 本件訂正発明３は，「前記架電の履歴又は前記接続処理部により接続さ

れた通話の履歴のうち少なくともいずれか一方を前記識別番号に関連付け

て前記記憶装置内に記録する履歴記録部をさらに有する」のに対し，甲１

発明では明らかでない点。 

 
  

 
 上記（相違点４）について検討する。 

 
  

 

 甲第１号証の上記摘記事項イには，サーバが電話３から架電を受け付け

た際の処理として，『電話番号に付加された広告種別情報「０１－１１－

３１－４１－７７－３３」から「広告の掲載内容」として「０１：新型Ｔ

Ｖ○○」，「広告の依頼者」として「１１：×電器」，「広告請負業者」

として「３１：×新聞広告社」，「広告の提供状態」として「４１：媒体

（Ｂ新聞），７７：掲載場所（７面），３３：掲載期日（７月３日～９

日）」と解釈され，これら広告種別情報の符号が表す各種別の受付け回数

がカウントされてサーバ７に記録される。』とあるが，ここで，上記「受

付け回数」は「架電の履歴」に他ならず，これが「広告種別情報」である

符号「０１」に関連付けてサーバに記録されるものである。 

 

 そして，そのような記録をサーバが有する「記憶部」に行い，「履歴記

録部」とすることは，甲第１号証に記載された事項に基づいて当業者が容

易に想到し得たものである。 

 
  

 

 （相違点１），（相違点２）については，上記「（１）本件訂正発明１

について」で述べたとおりであり，本件訂正発明３の作用・効果も甲１発

明及び周知技術から当業者が予測し得る範囲のものである。 

 
  

 

 以上により，本件訂正発明３は，甲１発明及び周知技術から当業者が容

易に発明をすることができたものである。 

 
  

 
（４）本件訂正発明４について 

 

 本件訂正発明４は，本件訂正発明１の「架電接続装置」が有する「架電

受付部」，「連絡先抽出部」，「接続処理部」が行う処理を「ステップ」

として記載し，「架電接続方法」として特許請求するものであって，本件

訂正発明１と同様に，甲１発明及び周知技術から当業者が容易に発明をす

ることができたものである。 

 
  

 
（５）本件訂正発明５について 

 

 本件訂正発明５は，本件訂正発明３の「架電接続装置」が有する「架電

受付部」，「連絡先抽出部」，「接続処理部」，「履歴記録部」が行う処

理を「ステップ」として記載し，「架電接続方法」として特許請求するも

のであって，本件訂正発明３と同様に，甲１発明及び周知技術から当業者

が容易に発明をすることができたものである。 

 
  



 
（６）被請求人の主張について 

 

 平成２６年５月１４日付け答弁書において被請求人は，甲１発明の「広

告種別情報」は自動転送電話番号機能を備えておらず，広告視聴者からの

架電は広告依頼者１１に転送されるものではない旨主張している。 

 
 以下，この主張につき検討する。 

 

 確かに，甲第１号証には，アクセス先電話番号（０１２０－ｘｘｘ－ｘ

ｘｘｘ－０１）が広告依頼者１１の電話番号であることは明記されていな

い。 

 

 しかしながら，『サーバ７では，電話番号の解釈テーブル８ｃを用いて

広告種別情報「０１－１１－３１－４１－７７－３３」の「０１」からこ

のアクセスが本来は「新型ＴＶ○○」の電話番号（０１２０－ｘｘｘ－ｘ

ｘｘｘ－０１）へのアクセスであると認識し，この電話番号との接続の仲

介を行い，広告視聴者に新型ＴＶに関する情報が提供される。』（摘記事

項イ）の記載によれば，アクセス先電話番号（０１２０－ｘｘｘ－ｘｘｘ

ｘ－０１）は新型ＴＶに関する情報を提供できる電話番号であり，そのよ

うな情報の提供者として該新型ＴＶの広告依頼者１１は当然に想起される

ものである。さらに，甲第１号証には，提供すべき情報がサーバ７の所定

の記憶領域に記憶されているとの記載も示唆もないから，新型ＴＶに関す

る情報が架電の転送を経ずにサーバ７から広告視聴者に提供されるものと

も認められない。 

 

 そうすると，甲１発明の「広告種別情報」は自動転送電話番号機能を備

えているものであり，また，転送先である「アクセス先電話番号」を「広

告主の電話番号」とすることは当業者であれば容易になし得たものであ

る。 

 
 従って，上記被請求人の主張を採用することはできない。 

 
  

 
第７． 結び  

 

 以上のとおり，請求項１，３，８，１５，２０についての本件特許は，

特許法第２９条第２項の規定に違反してなされたものであるから，同法第

１２３条第１項第２号に該当し，無効とすべきものである。 

 

 審判に関する費用については，特許法第１６９条第２項の規定で準用す

る民事訴訟法第６１条により，被請求人が負担すべきものである。 

 
  

 
 よって，結論のとおり審決する。  

 

 
平成２６年 ６月１６日 

 

 
  審判長  特許庁審判官 田中 庸介 

 
特許庁審判官 新川 圭二 

 
特許庁審判官 矢島 伸一 

 

 
 



 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）                

この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日

（附加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、この審決に

係る相手方当事者を被告として、提起することができます。 
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